
グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成30年度全国平均

経営比較分析表（平成30年度決算）
奈良県　大淀町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

法適用 水道事業 末端給水事業 A6 非設置 17,720 38.10 465.09 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
) －

- 83.40 99.98 2,268 17,609 13.00 1,354.54 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　平成30年度において、経常収支比率が全国平均値等よ
り低いものの100％を上回り、給水原価が全国平均値等
より約45円低く、料金回収率が約102％となり全国平均
値等を下回っている。これは、給水にかかる費用が給水
収益以外の収入である営業外収益（工事分担金）の収入
で賄われていることによる。流動比率についても約830
％となっていることから、収益性や支払能力に関する健
全性については、前年度に引き続き堅調に推移している
。
　料金回収率については、約102％となり全国平均値等
を下回っている。これは、需要者の使用水量が減少した
ことにより給水収益が減収したことに加え、ﾀﾞﾑ使用権
取得に伴う維持管理負担金等の費用が増加し、給水原価
が上昇したことに起因するものである。今後、人口減少
等により給水収益が減収し、料金回収率は悪化していく
ことが予測される。流動比率については、依然として10
0％を大きく上回っているものの現金残高が企業債残高
を下回っていることから収益の確保及び費用の抑制を行
い、現金の確保に努める必要がある。企業債残高対給水
収益比率については、平成27年度より企業債約12億円の
償還が開始したことにより企業債残高が減少していたが
、新たにﾀﾞﾑ使用権取得に伴う企業債借入及び給水収益
が減収したことから前年度より43.07ﾎﾟｲﾝﾄ上昇した。今
後も施設の老朽化に伴う設備投資が増加することが予測
され、企業債を活用するときは利率及び償還年数等を十
分に考慮し、将来世代への負担の軽減を図る必要がある
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

【112.83】 【1.05】 【261.93】 【270.46】

全体総括

　平成30年度は、需要者の使用水量の減少に伴い給水収
益は減収したが、営業外収益による収入の増収等により
黒字を確保することができた。しかし、給水人口の減少
等に伴い水需要が減少する厳しい社会情勢であることに
変わりはなく、将来にわたり健全な経営を維持するため
に、収益の確保を図っていく。
　施設利用率においても、水需要の減少に伴い低下して
いくことが予測され、適切な施設規模のあり方について
スペックダウン、ダウンサイジング及び広域化を含めた
検討を行っていく。
　また、法定耐用年数を超える管路が増加し、更新に要
する費用が増加することが予測されることから、計画的
かつ適切な設備投資を行うとともに、補助金等も活用す
ることにより現金を確保し、健全な経営につなげる取組
みを行っていく。

。有収率については、類似団体平均値を上回っているが
、引き続き漏水調査に伴う適切な修繕業務等により効率
性の向上に努めている。施設利用率においては、需要者
の使用水量が減少し、前年度より1.42ﾎﾟｲﾝﾄ低下してお
り今後も人口減少に伴い水需要が減少していくことが予
測され既存施設の規模についての検討が必要である。

2. 老朽化の状況について

　有形固定資産減価償却費率について、前年度に取得し
た固定資産に係る減価償却分が増加したことに伴い前年
度より2.04ﾎﾟｲﾝﾄ上昇しているが、依然として全国平均
値等より低い値となっている。
　また、管路経年化率については前年度より12.47ﾎﾟｲﾝﾄ
上昇し、全国平均値等よりも高い値となっている。これ
は、新興住宅地の開発に伴い整備した配水管等が法定耐
用年数を超えたことによるものであり、今後も更新時期
を迎える管路が増加することが予測される。管路更新率
についても、全国平均値等より低い水準で推移しており
、改善できていない状況となっている。
　有形固定資産減価償却費率、及び管路経年化率は右肩
上がりの傾向が続くと予測され、適切な管路の更新が望
まれるが、更新費用が経営を圧迫する側面を持つことか
ら、管径の見直し、及び実耐用年数の採用等を検討しな
がら計画的な更新事業を行い、また補助金等の活用を図
りながら管路更新比率を上昇させる必要がある。

2. 老朽化の状況
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①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【89.92】【60.27】【167.11】【103.91】

【48.85】 【17.80】 【0.70】


